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第１章 

はじめに：「小売業の宿命：低価格競争」 
（小売業の歴史は低価格戦略による業態開発の歴史？) 

１） 「続く低価格競争の背景」  

   ① 「小売の輪」理論：低価格戦略が小売業参入の武器 

   ② メーカーの慢性的生産過剰と競争の激化 

   ③ グローバル化の波と消費者意識の変化 

   ④ 日本のマーケットの変化  少子高齢化と世帯構造の変化 

   ⑤ 所得の２極分化  一億総中流マーケットの崩壊 

   ⑥ 米国スーパーマーケットのＦＳＰの挑戦 

  私塾・寺子屋． 

    塾頭  大竹 佳憲 

小売業界における低価格競争は宿命ともいえます。 

小売業界へは低価格を武器にした新たな業態が誕生

し、参入してきます。 

百貨店もスーパーも過去には低価格戦略でした。 

日本においてはこれからも低価格競争のプレッシャー

は続くでしょう。低価格競争のバックグランドについて

考察してみましょう。 
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●店舗拡大 

●ﾗｲﾝﾛﾋﾞﾝｸﾞ 
●本部膨張 

●ﾌﾙｻｰﾋﾞｽ 

●高コスト 

●低価格の放棄 

経費増 

荒利追求 

●差別化 

●革新性 

●目新しさ 

類似業態参入 

同質化競争 

新規業態の 

参入 

●新興勢力の新規参入機会 

新興勢力 

低価格路線 

既存業態 

の駆逐 

●低コスト 

●低価格 

① 「小売の輪」理論：低価格戦略が小売業参入の武器 
 

  「Poorman needs Low-Price, Richman loves Low-Price」 

   （貧乏な者は低価格を必要とし、金持ちも低価格を好ましく思う） 

  の言葉にあるように、小売業界において「低価格」という要素は、経営戦略 

  上避けては通れない永遠のテーマなのである。 

  因みに１９５８年、マルコム・マクネイア教授はこうした小売業における低 

  価格競争の本質について、「小売の輪理論（Wheel of Retailing）」を発表した 

  が、今尚大きな説得力を持つ理論である。 

  曰く、小売業においてのマーケットへの参入は例外なく、ニッチな分野に低 

  価格訴求･低コストを武器とするのである。低価格に対して消費者の評価･支 

  持を得た新規参入企業は、その勢いを駆って扱い商品の拡大（ライン・ロビ 

  ング）・多店舗化･大型化の道を走り始める。 

  その結果として本部を含む管理･間接部門の膨張や設備投資等で経費が増大し、 

  低コストでの経営を行うための条件が崩れ、企業経営維持のためには荒利確 

  保が必須条件となり、従来の低価格戦略を放棄せざるを得なくなってしまう 

  のである。 

  更に当初の新規参入時の低価格を武器としたビジネス・モデルの強みも、競 

  合他社にすぐマネをされ、独走を阻まれ、同質化競争に引きずり込まれてし 

  まう。その結果として今度は新しい低価格を武器とした新興勢力の新規参入 

  を容易に許し、マーケットを明け渡す循環に入るというものである。 

  過去、日本でも歴史的に見て、百貨店もスーパーマーケットも低価格を武器 

  にして参入して今に至った歴史が有り、今現在もユニクロ、洋服の青山、ヤ 

  マダ電気等の新興勢力の勢いは、これからの業界の地図を完全に塗り替えて 

  しまうと予測されている。 

（１）続く低価格競争の背景 

１９９５年、NCR主催のFSPフォーラムの講演のために来日したブライアン 

・P・ウルフ氏は、「過去1〇年以上続いた日本の低価格競争は、更に今後、 

５年以上続くであろう」と自己の見通しを述べた。 

現在、氏の予言通り低価格競争は収まる気配がないばかりか、より厳しさを 

増している。過去から直面してきた「低価格競争」の背景について考察して 

見たい。 

1960年 

三 越 

大 丸 

髙島屋 

松坂屋 

東横百貨店 

伊勢丹 

阪急百貨店 

西武百貨店 

そごう 

松 屋 

1980年 

ダイエー 

イトーヨーカ堂 

西友ストアー 

ジャスコ 

三 越 

ニチイ 

大 丸 

髙島屋 

西武百貨店 

ユニー 

2001年 

イトーヨーカ堂 

イオン 

ダイエー 

髙島屋 

ユニー 

西 友 

三 越 

大 丸 

伊勢丹 

ヤマダ電機 

2008年 

ｾﾌﾞﾝ＆ｱｲHD 

イオン 

ヤマダ電機 

三越伊勢丹HD 

ユニー 

Jﾌﾛﾝﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞ 
ダイエー 

髙島屋  

エディオン 

ﾖﾄﾞﾊﾞｼｶﾒﾗ 

百貨店 
量販店 

コンビニ 
専門店？ 

「小売の輪」理論 

日本の小売業Ｂｅｓｔ１０の推移 

第１章： はじめに：「小売業の宿命：低価格競争」 

１-０１ 



CopyRight Shijuku Terakoya 2011･05 Ｐａｇｅ： 

② メーカーの慢性的過剰生産と競争の激化 
 

   １９８０年代後半のバブル期に、日本のメーカーは生産設備を最新のも 

  のに更新したところが多く、９０年代以降に入ってＩＴ技術の導入により、 

  生産効率は飛躍的に上がり、慢性的過剰生産状況になっていた。 

  更にそれに輪をかけるように円高による海外商品の流入、競争激化による 

  新製品の開発競争とそれに伴う商品寿命（ライフ・サイクル）の短縮化、 

  中国への工場移転による更なる低価格商品の流入が続いたのである。 

  バブル崩壊でリストラの嵐が吹き荒れる中で、先行き不安を感じる消費者 

  は、低価格志向を強めたのである。 

  ユニクロはフリースに代表されるようにシーズン始めに低価格で一気に売 

  り切る“茶筒型（集中豪雨型）”マーチャンダイジングを導入し、２００５年に 

  は松下電器が新型薄型ＴＶを大量に準備し、全世界一斉販売を立ち上げて 

  いる。グローバルな時代を迎え、全世界同時発表･同時発売によって一気 

  にマーケットを制覇してしまう戦略がとられ始めた。 

  更に技術革新、ファッション化の流れは絶えず新しい商品が誕生し、商品 

  のライフサイクルも半期、四半期単位での見直しが迫られ、スピードを重 

  視する経営は、大量の新商品をマーケットへ一気に投入する“Hit ＆ Run 

   ”を狙わざるを得ない。 

  大量に出現する新商品と、それによって突然陳腐化し、行き場所のなくな 

  った膨大な商品がマーケットに溢れかえる状況であり、低価格の趨勢は今 

  後も続くであろう。 

  特にＩＴ（情報通信技術）の革命による商品の普及速度は速く、携帯電話 

  の世帯（２人以上）の普及率は１９９３年の3.2%に対して２００３年に 

  は94.4%に達し、ＰＣの普及率も１９９０年代前半で約10%だったもの 

  が２０１０年には74.6%、インターネットの人口普及率も１９９７年当 

  時は9.2%だったものが２００９年には７８％に達している。（総務省） 

  その間、多くの技術革新による機器の開発、回線速度の向上と料金の劇的 

  低下が進み、メーカーのシェア争いによる新製品の一気大量投入、競合製 

  品の陳腐化戦略によって低価格化が一気に進んでいる。 

  その昔日本では国際比較の中で、光ケーブルに代表されるインフラの遅れ 

  と、（電話）回線料金の高コスト、政府の許認可制度が携帯やインターネ 

  ットの普及を阻害すると言われたが、今では世界比較においても低価格が 

  実現し、全くの杞憂に終わっている。 

   

出典：総務省統計 
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③ グローバル化の波と消費者意識の変化 
 

   １０年以上前から日本人の海外渡航者は年間１６００万人を超えている。 

  そこで気づくのが日本と海外の商品の価格差であり、日本人の持つ商品に 

  対する値頃感が国際基準（低価格）に近づいてきた。 

  更にＩＴ（情報通信技術）の進展は革命的に日本人の価格に対する意識をも 

  変化させてしまったのである。 

  過去、数十万円したＰＣが５万円を切り、百ドルＰＣの声が聞かれ始め、携 

  帯電話も昔のものはもっと重く、十万円以上で、ごく一部の人々のものだっ 

  たものが今では街角でゼロ円で配られる光景も珍しくなくなってきた。 

  「価格破壊」という言葉にあるように、経験を積み、情報を豊富に入手する 

  手段を持った消費者はプロと化し、製品購入に対してはどんなに値段を値切 

  っても得られる機能･性能という価値は変わらないという事に気づき始めた。 

  その結果、「機能･性能がよければ価格の高いのは当たり前」という供給側 

  の論理は崩れ、「待てばもっと性能の良い製品が安く手に入る」というよう 

  に価格決定権、購入決定のタイミングは完全に消費者側に移ったのである。 

  そういった消費者に合わせるように中国製品の流入、海外の圧倒的低価格を 

  武器とするパワーリテーラーの参入、日本国内における新興勢力の台頭が低 

  価格競争をリードし始めている。 

  国際的に見ても、Webを利用して商品並びに什器・消耗品等をオークション 

  で調達できる仕組みを持ったWWEとGNXが合体してその機能を発揮し始め 

  る一方で、世界中の商品の調達網を誇る日本の総合商社が、日本国内におけ 

  るはけ口の確保を目指し、小売業の垂直統合に動き始めている。 

  日本において比較的若い業態であるドラッグ業界、ホームセンター業界等の 

  Ｍ＆Ａや連携･合併の波が押し寄せているが、これも低価格競争で生き残る 

  ための仕入コストの低減を目指しての潮流の動きである。 
  

  右図は２０００年の秋の広州交易会（商品見本市）の商品の価格の一部であ 

  るが、思わず目を疑う金額であるが、ベトナム、タイ、東欧諸国からの低価 

  格の商品が日本に流入して低価格競争に拍車をかけている。 

  ユニクロ、青山、アオキ、ニトリ等のＳＰＡ（製造小売業）が海外で商品を 

  製造し、日本で低価格で販売できる仕組みを作り、多くの流通企業も海外製 

  品の調達に拍車をかけている。 

   

日本の流通業を襲う国際的低価格競争の波…・・ 

日本の商慣行 
世界一の物価高？ 

伊藤忠 

商社の参入 

丸 紅 
三菱商事 

住友商事 

三井物産 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化 

中国：世界の工場に 

WWRE TPP 

円高 

コストコ 

Ｗａｌｍａｒｔ HM 

テスコ 

外国勢力・ﾊﾟﾜｰﾘﾃｨﾗｰ進出 

トイざﾗｽ 

無印良品 

ダイソー 

ヤマダ電機 
ABCマート 

ﾏﾂﾓﾄｷﾖｼ 

青 山 

新興勢力・ｶﾃｺﾞﾞﾘｰｷﾗｰ 

眼鏡市場 

２０００年秋の中国・広州交易会（商品見本市） 
ＦＯＢ（現地船積み引き渡し）価格 

商品とＦＯＢ価格（円） 

ア 

 

パ 

 

レ 

 

ル 

婦人ショーツ（綿１００％） 

紳士ブリーフ 

ブラとショーツのセット 

インナーＴｼｬﾂ 

デニムジーンズ（ﾕﾆｸﾛ仕様） 

形状安定チノパン 

ネクタイ 

形状安定ワイシャツ 

フリースジャケット 

ダウンジャケット（Old NAVY） 

合皮裏付ライダース（Walmart） 

ビニールレインコート 

２７ 

７１ 

１３７ 

８８ 

６８０ 

５０６ 

５５ 

９７９ 

２５３ 

１、６５０ 

５５０ 

２９ 

服  

 

 

飾 

帽子 

キャンバス・シューズ 

革・紳士靴 

ビーチサンダル 

トレッキング・シューズ 

デッキシューズ 

傘 

６０ 

１０２ 

４６２ 

５５ 

３０８ 

２０９ 

１２１ 

家 

電 

冷蔵庫（５０L) 

コーヒーメーカー 

アイロン台（７０×３０） 

５，８３０ 

３９６ 

１２２ 

日 

用 

品 

そ 

の 

他 

おしぼりタオル 

フェースタオル 

バスタオル 

木製ハンガー（IKEA) 

ヘアーブラシ 

ボールペン 

１２ 

２６ 

１４７ 

２０ 

１９ 

３ 

食 

 

 

品 

ワタリガニ（１Kg) 

味付け海苔・１枚 

トリフ（１Kg) 

竹の子（１８L) 

トマトペースト３Kg×６缶 

桜桃 ４２５ｇ缶 

４６８ 

１ 

２，７５０ 

９５０ 

１，１６６ 

３４ 

食 

器 

・ 

台 

所 

用 

品 

中華なべ 

フライパン 

お玉 

包丁 

マグカップ 

湯のみ 

サラダプレート 

飯茶碗 

スープ皿 

１５９ 

３５２ 

１０４ 

１１０ 

２７ 

２８ 

２７ 

４１ 

３６ 

商品とＦＯＢ価格（円） 

出典：販売革新2001･6・ＪＲＣ 
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④ 日本のマーケット変化： 少子高齢化の波と世帯構造の変化 

 

 【少子高齢化の波】 

   日本における少子高齢化の波は世界に類を見ないスピードで訪れている。 

  「高齢化社会」とは６５歳以上の高齢者の人口比が７％超をいい１９７０ 

  年度調査で到達した。「高齢社会」とは同１４％超で１９９５年度調査で 

  突破している。更にその上の「超高齢社会」とは同２１％超をさし、２０ 

  ０７年に到達し、その後２０１５年には２６％、２０５０年には３６％弱 

  になると推計されている。 

  ６５歳以上の高齢者は２０１３年に３０００万人に達しその５年後には３ 

  ４００万人を超える。それに対して生産年齢人口といわれる１５～６４歳 

  までの人口は１９９５年の８７１７万人をピークに２０３０年では７００ 

  ０万人、２０５０年では５０００万人を切り、日本の総人口の５３％とな 

  ると予測されている。この事は日本のＧＤＰの減少、社会保険制度の限界 

  消費性向の変化等多くの問題を抱えており、低価格に対するプレッシャー 

  にも繋がっていこう。1450兆円の個人金融資産の約6割（900兆円程度） 

  は、60歳以上のシニア世代が握っているが、消費支出は右図のように減少 

  傾向を示している。 

 

 【世帯構造の変化】 

    少子高齢化の進展と共に問題として浮上してきたのが世帯構造の変化 

   である。過去、日本の標準世帯モデルは夫婦に子供２人の４人家族であ 

   り、多くの統計資料・論理組立の基礎となっていた。しかしながら実態 

   は大きく異なり、２００３年のデータでは４人家族の世帯は約１８％で 

   あり１人、２人世帯が５０％を超え、更に増加傾向にあったのである。 

   少子高齢化の波の中で世帯を構成する年代も５０歳以上で６０％を超え 

   る状況になっていた。その結果ＮＨＫの「今日の料理」は２００９年、 

   ３月末をもってレシピを４人分から２人分に変更せざるを得なくなった。 

   このような世帯構造の変化は必然的に消費行動にも影響し、コンビニ業 

   界の成長も個に対応した業態として支持されたからであろうし、スーパ 

   ーでも食材よりも惣菜に力を入れざるを得なくなってきている。 

   かってユニット・プライスという事で肉や魚等大量パックや、バンドル 

   セール等で参入した大型ディスカウンターも何時しか姿を消したが、世 

   帯構造の変化によるものであろう。 

     

日本の少子高齢化の波 

日本の世帯構成の変化 

~29歳 
8.9% 

30~39歳 
14.5% 

40~49歳 
15.9% 

50~59歳 
22.0% 

70~歳 
19.0% 

60~69歳 
19.6% 

一人世帯 
23.3% 

二人世帯 
27.1% 

三人世帯 
19.5% 

四人世帯 
18.2% 

五人世帯 
6.7% 

６人以上世帯 
5.1% 

世帯構成人員数 世帯構成人員数 

資料：総理府・統計情報部 

｢平成１５年国民生活基礎調査」 

６０歳代の消費支出減少 

第１章： はじめに：「小売業の宿命：低価格競争」 

１-０４ 



CopyRight Shijuku Terakoya 2011･05 Ｐａｇｅ： 

 【世帯年収の低下】：生活防衛による低価格プレッシャー 
 

   ９０年初頭のバブル崩壊以来、「失われた１０年」以降の日本経済は低迷 

  し、円高やデフレ、高齢社会の到来による世帯収入も伸び悩んでいる。 

  １９９８年と２００８年で比較すると年収４００万円未満の下流層の構成比 

  は35.8%から46.5%へと１０ポイント以上増え、年収４００万円～８００万 

  円未満の中流層は34.7%から32.1%と３％弱減少し、年収８００万円以上の 

  上流層は29.5%から21.5%へと８ポイントも減少している。 

  更に年収２００万円以下の階層で見てゆくと右図のように２００６年に１０ 

  ００万人を超えて増え続けている。 

  その原因として正規社員と非正規社員の問題が挙げられよう。非正規社員の 

  比率は１９９０年には20%であったが、２０１０年（10～12月）では34.6% 

  に激増している。即ち日本の正規社員数３３５４人に対して、１７９７万人 

  の非正規社員数がいる事になる。９５年から２００５年までの間に正規社員 

  が４０５万人減少し、非正規社員が６３２万人増加したといわれる。 

  又さらに正規社員の年間所得も３５歳代の年収が１０年前に比べて２００万 

  円減少しているというデータもある。少子化は非婚が原因かもしれない。 

  他に２５０万人以上いると言われるニート・フリーター問題も存在する。 

 

 【二極分化】 
 

    一億総中流家庭と言われた日本も米国の不況時代同様に中流層が下流と 

   上流に分化しつつある。上記のように２００万円未満の貧困層の増大と、 

   中流層の減少について述べてきたが、実は１０００万円超世帯も増えてい 

   るという。 

   押しなべて言うと日本の世帯の所得は徐々に減少し、更に税金や社会保障 

   のための支出が増加、２００５年度では貯蓄ゼロの世帯が全世帯の２５％ 

   に達し現在では３０％超との予測もでている。 

   その結果２０１０年度の調査でも高齢者世帯、子供のいる世帯の６割近く 

   が生活が苦しいと回答している。 

   二極分化する日本の中流層の購買行動も確実に転換点を迎えているが、 

   低価格に対する志向は強まると思われる。 

   又、今回のつなみ被害を伴った東日本大震災によって、「自粛｣に代表され 

   る消費節約の心理的影響は今後の日本の流通業に対しても、非常に大きな 

   足跡を残すと思われる。 

    

     

年間所得２００万円未満１０００万人超 

出典：資料：ＨＰ 
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所得層の二極分化：一億総中流の崩壊 

第１章： はじめに：「小売業の宿命：低価格競争」 
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⑤ 所得の二極分化  一億総中流マーケットの崩壊 


